
議案第３７号

あきる野市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和３年６月１８日

提出者 あきる野市長 村 木 英 幸

提案理由

地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）及び地方税法施行令の一部を改

正する政令（令和３年政令第１０８号）の施行により、規定を整備するとともに、文言整理

を行う必要がある。

あきる野市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例

（あきる野市税賦課徴収条例の一部改正）

第１条 あきる野市税賦課徴収条例（平成７年あきる野市条例第３６号）の一部を次のよう

に改正する。

第２４条第２項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養親

族に限る。以下この項において同じ。）」を加える。

第３４条の７第１項第２号及び第３号中「寄附金（」の次に「出資に関する業務に充て

られることが明らかなものを除き、」を加え、同項第４号中「を除く。」を「及び出資に

関する業務に充てられることが明らかなものを除き、」に改め、同項第５号及び第６号中

「寄附金（」の次に「出資に関する業務に充てられることが明らかなものを除き、」を加

え、同項第７号中「を除く。」を「及び出資に関する業務に充てられることが明らかなも

のを除き、」に改め、同項第８号中「寄附金（」の次に「出資に関する業務に充てられる

ことが明らかなものを除き、」を加え、同項第１０号中「もの」の次に「及び出資に関す

る業務に充てられることが明らかなもの」を加える。

第３６条の３の３第１項中「控除対象扶養親族を除く」を「年齢１６歳未満の者に限

る」に改める。

附則第５条の３第１項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控除対象

扶養親族に限る。以下この項において同じ。）」を加える。

附則第６条中「令和４年度」を「令和９年度」に改める。

（あきる野市税賦課徴収条例の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 あきる野市税賦課徴収条例の一部を改正する条例（令和２年あきる野市条例第２１

号）の一部を次のように改正する。

第３４条の４の２第１項の改正規定中「又は各計算期間」及び「及び計算期間」を削り、

同条第２項の改正規定中「又は各計算期間」を削り、同項ただし書の改正規定中「第７１



条第１項」の次に「又は第１４４条の３第１項」を加え、「改め」の次に「、「もの」の

次に「（法人税法第７２条第１項又は第１４４条の４第１項の規定が適用される場合に限

る。）」を加え」を加え、同条第３項第１号の改正規定中「及び」を「を削り、」に、

「削り」を「「又は第１４４条の１３」に」に改め、同項第３号の改正規定中「又は計算

期間」を削る。

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、令和４年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。

（１） 第１条中あきる野市税賦課徴収条例第２４条第２項及び第３６条の３の３第１項

の改正規定並びに附則第５条の３第１項の改正規定並びに次条第２項の規定 令和

６年１月１日

（２） 第２条の規定 公布の日

（市民税に関する経過措置）

第２条 第１条の規定による改正後のあきる野市税賦課徴収条例（以下「新条例」とい

う。）第３４条の７第１項の規定は、所得割の納税義務者がこの条例の施行の日（以下

「施行日」という。）以後に支出する同項に規定する寄附金又は金銭について適用し、所

得割の納税義務者が施行日前に支出した第１条の規定による改正前のあきる野市税賦課徴

収条例第３４条の７第１項に規定する寄附金又は金銭については、なお従前の例による。

２ 新条例の規定中個人の市民税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税

について適用し、令和５年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。


